
＜ものづくり補助⾦とは＞
ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進補助⾦は、中⼩企業・⼩規模事業者等が今後複数年にわた
り相次いで直⾯する制度変更（働き⽅改⾰や被⽤者保険の適⽤拡⼤、賃上げ、インボイス導⼊等）等に
対応するため、中⼩企業・⼩規模事業者等が取り組む⾰新的サービス開発・試作品開発・⽣産プロセス
の改善を⾏うための設備投資等を⽀援するものです。

メリット

低感染リスク型ビジネス枠

ものづくり補助金

補助対象事業の要件
公募要領には以下の要件をすべて満たす３〜５年の事業計画
を策定し、従業員に表明していること。
付加価値額＋３％以上／年
給与⽀給総額＋１．５％以上／年
事業場内最低賃⾦≧地域別最低賃⾦＋３０円

※ 新型コロナウイルスの感染拡⼤が継続している状況に鑑み、補助事業実施年度の付加価値
額及び賃⾦の引上げを求めず、⽬標値の達成年限の１年猶予を可能とします。

２０２１年４⽉１５⽇（⽊）１７時〜５⽉１３⽇（⽊）１７時まで申請期限

申請要件

補助率が2/3
広告宣伝・販売促進費を補助対象に

低感染リスク型ビジネス枠
新型コロナウイルスの感染拡⼤の影響を受け、社会経済の変化に対応したビジネスモデルへの転換に向けた新型コロナウイ
ルスの影響を乗り越えるために前向きな投資を⾏う事業者に対して、通常枠とは別に、補助率を引き上げ、営業経費を補助
対象とした「新特別枠」として低感染リスク型ビジネス枠を新たに設け、優先的に⽀援します。

物理的な対⼈接触を減じること
に資する⾰新的な製品・サービ
スの開発
例：ＡＩ・ＩｏＴ等の技術を活⽤した遠
隔操作や⾃動制御等の機能を有する製品
開発（部品開発を含む）、オンラインビ
ジネスへの転換等

物理的な対⼈接触を減じる製
品・システムを導⼊した⽣産
プロセス・サービス提供⽅法
の改善
例：ロボットシステムの導⼊によるプ
ロセス改善、複数の店舗や施設に遠隔
でサービスを提供するオペレーション
センターの構築等

ウィズコロナ、ポストコロナに
対応したビジネスモデルへの抜
本的な転換に係る設備・システ
ム投資
※キャッシュレス端末や⾃動精算機、空
調設備、検温機器など、ビジネスモデル
の転換に対して⼤きな寄与が⾒込まれな
い機器の購⼊は、原則として、補助対象
経費になりません

必要書類
□ 事業計画書（具体的取組内容、将来の展望、数値⽬標等）
□ 賃⾦引上げ計画の表明書（賃⾦引上げ計画に従業員が合意していることが分かる書⾯）
□ 決算書等（直近2年間の貸借対照表・損益計算書等）
□ その他加点に必要な資料※任意


